





















































































































































































































































































































































エネルギー源 １９９０年 ２０００年 ２００５年 ２０１５年 ２０３０年 ２００５－２０３０年＊
石炭 １０６ １６４ ２０８ ３３０ ６２０ ４．５％
石油 ６３ １１４ １２９ １８８ ３２８ ３．８％
ガス １０ ２１ ２９ ４８ ９３ ４．８％
原子力 ２ ４ ５ １６ ３３ ８．３％
水力 ６ ６ ９ １３ ２２ ３．９％
バイオマス １３３ １４９ １５８ １７１ １９４ ０．８％
その他の再生可能エネルギー ０ ０ １ ４ ９ １１．７％
合計 ３２０ ４５９ ５３７ ７７０ １，２９９ ３．６％
参考：中国 ８７４ １，１２１ １，７４２ ２，８５１ ３，８１９ ３．２０％
＊年平均増加率

























































火力 ６９０．９ ６６４．９ ９６．２４ ６４０．５ ３．８１
原子力 ２２．０ ２６．３ １１９．４８ １８．６ ４１．０４
水力 １１１．４ １１４．３ １０２．６４ １０３．９ １０．０１
ブータンからの輸入 ６．５ ５．６ ８５．６８ ５．４ ４．６９
合計 ８３０．８ ８１１．１ ９７．６３ ７６８．４ ５．５５
＊BU＝Billion Unit，1 Unit＝1 kWh
出所：Central Electricity Authority, Ministry of Power, Operation Performance of Generat-















力規制委員会（AERB : Atomic Energy Regulatory Board）が設置された。発電

































（Atomic energy Regulatory Board）
原子力省

















































１ BWR １６０ １９６９年１０月２８日
２ BWR １６０ １９６９年１０月２８日
３ PHWR ５４０ ２００６年８月１８日
４ PHWR ５４０ ２００５年９月１２日
ラージャスターン
ラージャスターン州
１ PHWR １００ １９７３年１２月１６日
２ PHWR ２００ １９８１年４月１日
３ PHWR ２２０ ２０００年６月１日
４ PHWR ２２０ ２０００年１２月２３日
５ PHWR ２２０ ２０１０年２月４日
６ PHWR ２２０ ２０１０年３月２１日
マドラス
タミル・ナードゥ州
１ PHWR ２２０ １９８４年１月２７日
２ PHWR ２２０ １９８６年３月２１日
カイガ
カルナータカ州
１ PHWR ２２０ ２０００年１１月１６日
２ PHWR ２２０ ２０００年３月１６日
３ PHWR ２２０ ２００７年５月６日
４ PHWR ２２０ ２０１１年１月２０日
ナローラ
ウッタル・プラデーシュ州
１ PHWR ２２０ １９９１年１月１日
２ PHWR ２２０ １９９２年７月１日
カクラパル
グジャラート州
１ PHWR ２２０ １９９３年５月６日
２ PHWR ２２０ １９９５年９月１日
出所：Nuclear Power Corporation of India Limitedのウェブサイト
（http://www.npcil.nic.in/main/AllProjectOperationDisplay.aspx）
表５：建設中の原子力発電所






１ VVER（PWR） １０００ ２０１２年３月
２ VVER（PWR） １０００ ２０１２年１２月
ラージャスターン、
ラージャスターン州
７ PHWR ７００ ２０１６年６月
８ PHWR ７００ ２０１６年１２月
カクラパ－ル、
グジャラート州
１ PHWR ７００ ２０１５年６月





































































































































ており、独立後に飛躍する基盤があったと言われる（Ashok Kapur, Pokhran and Beyond :
India’s Nuclear Behaviour, Oxford University Press, 2001, Chapter 2）。
（２） S. Gopal, ed., Selected Works of Jawaharlal Nehru, vol. 6, Jawaharlal Nehru Memorial
インドの原子力政策
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dia’s Nuclear Bomb, University of California Press, 1999, pp. 18−20）。
（４） ネルーとバーバーは個人的にも親交が厚く、また原子力についての考えでもかなり近
かったと言われ、２人の意見が独立後の原子力政策を作ることになったとカプールは指摘
している（Kapur, op. cit., pp. 21−22）。













日した I. K.グジュラール前首相（当時）および D.N.デシキシット元外務次官が筆者を含
む日本の研究者にこのように語っている。また、このことに言及している研究者は他にも
多い（伊豆山真理、小川伸一「インド、パキスタンの核政策」、『防衛研究所紀要』第５巻、
第１号、２００２年８月、Itty Abraham, The Making of the Indian Atomic Bomb, Zed Books,
1998, p. 125, Michael Brecher, Succession in India : A Study in Decision-Making, Ox-




Bhabha, « The Implications of a Wider Dispersal of Military Power for World Security and
the Problem of Safeguards, ,, in Proceedings of the Twelfth Pugwash Conference on Sci-
ence and World Affairs, January 27-February 1, 1964, Udaipur, India, p. 75、ここでは
Perkovich, op. cit., p. 61より引用。
（１１） Perkovich, op. cit., pp. 70−90.
（１２） インディラ・ガンディー首相は、１９６６年の首相就任直後、世界各地で核兵器による戦
争ゲームを終了させようと訴え、核実験準備を停止させた（１９６９年１月１日の記者会見お
よび１９６８年３月１４日の議会発言、 Indira Gandhi , The Years of Challenge : Selected
Speeches of Indira Gandhi, Publications Division, Ministry of Information and Broadcast-
ing, Government of India, Patiala House, New Delhi, 1973, pp. 350−51, 370−72）。も し、
１９６６年に核実験を行っていれば、インドは核兵器国として NPTに参加でき、その後の非
難や問題を回避できたはずだとの意見もある（Kapur, op. cit., p. 139）。
（１３） 福井康人「米印合意の功罪」、『外務省調査月報』２００９／No.４、p.４２。





（１５） Kapur, op. cit., p. 144.
（１６） これまでインド国内では核兵器保有について何回か激論が戦わされてきた。第１の波
は、中国が核実験を行った１９６４年、そして第２の波がインドが NPT調印を迫られたこの
時だった。詳しくは、Stephan P. Cohen, India : Emerging Power, Brookings Institution
Press, 2001, pp. 159−165を参照。
（１７） インディラ・ガンディーが核不拡散に不参加を決定したのは、１９６８年２月とみられ
る。同年３月１４日、インディラは議会でその理由を説明している（Indira Gandhi, op. cit.,
pp. 370−374）。
（１８） 伊豆山、小川、op. cit., p. 45。
（１９） Cohen, op. cit., pp. 171−175.
（２０） カプールはこれを「技術的差別（technical discrimination）」と呼んでいる（Kapur, op.
cit., p. 187）。





（２３） BJPスポークスマンのマルカーニ（Kavel Ratna Malkani）は New York Times のイン
タビューに答えて、「核兵器はインドに威信、力、それに地位を与えるだろう」と述べて
いる（Perkovich, op. cit., p. 334）。




（２６） Draft Report of National Security Advisory Board on Indian Nuclear Doctrine, Au-
gust 17, 1999は、BJP政権時代に、国家安全保障諮問委員会が作成したもの（http://www.
atomicarchive.com/Docs/Deterrence/Indiadoctrine.shtml）で、２００３年１月に政府が公式に承
認するところとなり、同時に指揮統制体系も明示された（The Hindu, January 5, 2003）。
さらに後継の国民会議派政権も同ドクトリンを継承した（“No Change in India’s nuclear
doctrine : Krishna,” The Hindu, March 17, 2011）。
（２７） 冷戦後の米印接近については、堀本武功「９０年代における印米関係の基本構造」『南
アジアの国家と国際関係』『国際政治』２３７号、２００１年５月を参照。











（３３） International Energy Agency, World Energy Outlook, 2007 : China and India In-
sights, 2007, pp. 120−122.
（３４） Ibid., p. 465.
（３５） インド電力省（Ministry of Power）のウェブサイト（http://powermin.nic.in/JSP_
SERVLETS/internal.jsp）。
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（３６） Central Electricity Authority, Ministry of Power, Operation Performance of Generat-















（４２） Bharatiya Nabhikiya Vidyut Nigam Limited, The 8th Annual Report , 2010−2011
(http://www.bhavini.nic.in/attachments/reports/8th%20Annual%20Report%202010-11.pdf).
（４３） Department of Atomic Energy, Document 10 : A Strategy for Growth in India 2004
(http://www.dae.gov.in/publ/doc10/index.htm).
（４４） DAE, Annual Report, 2010−2011でもこの数字が使われている。




（４７） The Hindu, March 15, 2011.
（４８） The Voice of Russia、２０１１年１０月１０日。
（４９） “Halt work at Jaitapur,” The Hindu, April 21, 2011.
（５０） “Koodankulam reactors quite safe,” The Hindu, March 15, 2011.
（５１） The Hindu, March 15, 2011.




（５３） “Despite Fukushima, Manmohan bats for nuclear energy,” The Hindu, April 17, 2011.
（５４） The Voice of Russia、２０１１年１１月１０日。
（５５） Cohen, op. cit., pp. 158−159.
（５６） オーストラリアは世界のウランの約４割の埋蔵量を持つ国であるため、インドにとっ
ては非常に魅力のある国である。ハワード前保守党政権は原子力政策に積極的であった
が、２００７年の選挙で労働党に政権が移ると、ラッド政権は NPTに非加盟のインドへの輸
出を禁止する政策に転じた。しかし、オーストラリアが否定的な態度を採っている間に、
インドは９か国と二国間原子力協定を結び、カザフスタンやカナダからウランを買い付け
る手はずを着々と準備してきた。こうした状況の中、ラッド政権を受け継いだギラード首
相は２０１１年１１月、インドへのウラン輸出を認める方針を打ち出した。
（５７） 筆者によるチダンバラム氏へのインタビュー（２００９年１月３１日、ニューデリーのオ
フィスにて）。
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